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Ⅰ.はじめに 

1.計画策定の背景と趣旨 
「障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）」（以下「障害

者雇用促進法」という）において、障害者である労働者は、経済社会を構成する労働

者の一員として、職業生活においてその能力を発揮する機会を与えられるものとし、

国及び地方公共団体は、自ら率先して障害者を雇用するとともに、障害者の雇用につ

いて事業主その他国民一般の理解を高める役割を担っています。 

 こうした役割において本市では、これまで「障害者を対象とした職員採用試験」を

継続して実施し、障害者雇用を積極的に行うとともに、障害者である職員が働きやす

い職場環境の整備に努めてきました。今後も本市が施策として取り組む「障害者の自

立と社会参加の促進」を推進するため、法定雇用率の達成に留まらず障害者雇用を継

続的に進め、障害を理由とする差別の解消の推進を図るなど、障害者である職員一人

ひとりがその特性に応じて能力を有効に発揮し、活躍できる取り組みが必要です。 

この度、令和元年６月に障害者雇用促進法が改正され、全ての地方公共団体は、

「障害者活躍推進計画」を作成し、公表する事が義務付けられました。障害者の活躍

は、ノーマライゼーション※1、インクルージョン※2、ダイバーシティ※3、バリアフリ

ー※4、ユニバーサルデザイン※5などの理念の浸透につながるとともに、ＳＤＧｓ※6

（持続可能な開発目標）の理念である「誰一人取り残さない社会」に添うものであ

り、行政サービスの向上の観点からも重要です。 

本計画のもと、さらなる体制整備と環境整備を推進し、障害者である職員を含めた

全職員が相互に人格と個性を尊重し、つながり合いながら安心して働くことができ、

能力を有効に発揮し活躍できる職場づくりに取り組んでいきます。

※1  ノーマライゼーション：障害者を特別視するのではなく、一般社会の中で普通の生活が送れる

ような条件を整えるべきであり、ともに生きる社会こそノーマルな社会であるという考え方 

※2  インクルージョン：包容 

※3  ダイバーシティ：多様性 

※4  バリアフリー：物理的な障壁のみならず、社会的、制度的及び心理的な全ての障壁に対処する

という考え方 

※5  ユニバーサルデザイン：施設や製品等については新しいバリアが生じないよう誰にとっても利

用しやすくデザインするという考え方 

※6  SDGs：「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略
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２.計画の位置づけ 

障害者の活躍推進に向けた取り組みを推進するため、障害者雇用促進法第７条の３

第１項に基づき策定する計画です。 

  本市の全職員を対象とし、市全体で連携して障害者である職員の活躍推進に向け

た取り組みを進めていくため、各任命権者の連名により策定します。

※府費負担教職員については本市教育委員会が障害者活躍推進計画の作成主体となりますが、休暇等

の制度所管は任命権者である府教育委員会となっています。 

そのため、身分取扱いを府教職員に準じている高等学校、幼稚園及び幼稚園型認定こども園並びに

市費負担の小学校、中学校、義務教育学校の教職員も含め、本市立学校園教職員の計画について

は、大阪府教育委員会が作成する障害者活躍推進計画を準用するものとします。 

３.計画の期間 

令和２年４月１日から令和７年３月３１日（５年間） 

４.周知・公表

計画を作成または変更した際は、全職員に周知するとともに、市のウェブサイトに

掲載する等、適切な方法で公表します。 

また、数値目標の達成状況及び取組内容の実施状況についても、毎年、市ウェブサ

イトへの掲載等により公表します。 

５.進行管理

目標の達成状況及び取組内容の実施状況を一元的に把握・点検できる体制を構築し、

点検結果を踏まえた対策の実施及び計画の見直しを行うことができるＰＤＣＡサイク

ルを確立し、取組状況の把握、検証を行います。 
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Ⅱ.東大阪市における障害者雇用に関する現状・課題 

障害者雇用促進法では、地方公共団体の責務として、自ら率先して障害者を雇用す

るように努めなければならないと定められています。 

  本市における、令和元年６月１日時点の障害者雇用率は2.5％であり、法定雇用率

を達成している状況です（本市では令和元年より、障害者雇用の更なる促進及び安

定に努めるため、市長事務部局及び上下水道局並びに教育委員会と特例認定※1を受

けています）。今後、法定雇用率が2.6％に引き上げられることから引き続き積極的

に採用活動をしていく必要があります。 

 本市の障害者を対象とした職員採用については、消防局を除き市長事務部局におい

て、一括して採用試験を行っています。今後も、職員採用試験を実施している市長事

務部局を中心に各任命権者と連携をとり、法定雇用率の達成に留まることなく全職員

が障害に関する理解を深め障害者雇用の推進を図っていくことが必要です。 

また昭和５７年から身体障害者を対象に採用試験を実施し、令和元年度から身体障

害者に加え、知的障害者及び精神障害者の方も受験可能とし、対象を拡大しました。

採用試験の実施にあたり、受験者の障害特性に配慮した必要な措置を講じるととも

に、今後は知的障害者、精神障害者の雇用にかかる取り組みの促進が必要です。 

障害者である職員が安心して働くことができる環境を確保し、職場への定着を図

り、障害者である職員を含めた全職員が活躍できるよう、さらなる体制整備や環境整

備が必要です。 

※1 特例認定・・・障害者雇用促進法より抜粋 

第四十二条 地方公共団体の機関で、当該機関の任命権者及び当該機関以外の地方公共団体の

機関（以下「その他機関」という。）の任命権者の申請に基づいて当該機関及び当

該その他機関について次に掲げる基準に適合する旨の厚生労働大臣の認定を受け

たもの（以下「認定地方機関」という。）に係る第三十八条第一項及び第四十条の

規定の適用については、当該その他機関に勤務する職員は当該認定地方機関のみ

に勤務する職員と、当該その他機関は当該認定地方機関とみなす。 

一 当該認定地方機関と当該その他機関との人的関係が緊密であること。 

二 当該認定地方機関及び当該その他機関において、対象障害者である職 

員の採用の促進が確実に達成されると認められること。 
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Ⅲ.目標 

1.採用に関する目標 

〇障害者法定雇用率を上回る 
市長事務部局が中心となり、特例認定を受けている部局と連携し、障害者の雇用

にかかる取り組みを進めていきます。 

（評価方法） 

毎年度、大阪労働局へ提出する「障害者任免状況通報（各年６月１日）」により、

把握・進捗管理を行います。

※消防局及び職員４０人以下である議会事務局、選挙管理委員会事務局、監査委員事務局、公平

委員会事務局及び農業委員会事務局は通報の対象外となっています。 

〇障害者雇用の推進に関する理解を促進する 
障害者雇用の促進に向け、関係部局と連携し理解を促進します。 

（評価方法） 

障害者雇用に関する研修等の受講を促し、理解促進及び相談体制の充実を図りま

す。 

２.定着に関する目標 

〇障害者である職員の定着率１００％をめざします

障害者の活躍とは、障害者一人ひとりが能力を有効に発揮できることであり、雇

用・就業しまたは同一の職場に長期に定着するだけでなく、全ての障害者が、その

障害特性や個性に応じて能力を有効に発揮できることが必要です。 

障害者である職員の定着状況を把握・分析し、不本意な離職を生じさせません。 

（評価方法） 

毎年度、大阪労働局へ提出する「障害者任免状況通報（各年６月１日）」の時点

で、障害者を対象とした職員採用試験の前年度採用者の定着状況を把握し、進捗管

理を行います。 

  ※障害者を対象とした採用試験で採用された人を対象とします。 

    採用後６ヶ月の定着率  ・・・・・ １００％ 

    採用後１年の定着率   ・・・・・ １００％ 

採用後3年の定着率   ・・・・・ １００％ 
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Ⅳ.取組内容 

１．障害者の活躍を推進する体制整備 

（１）「障害者雇用推進者」の選任 

障害者雇用推進法第７８条に基づき、障害者雇用の促進等の業務を担当するため、

次の者を選任しています。 

    市長事務部局      ・・・行政管理部長 

   議会事務局       ・・・事務局長 

      消防局         ・・・総務部長 

      上下水道局       ・・・水道総務部長 

               ・・・下水道部長 

    教育委員会事務局    ・・・教育次長 

    選挙管理委員会事務局  ・・・事務局長 

    監査委員事務局     ・・・事務局長 

    公平委員会事務局    ・・・事務局長 

農業委員会事務局    ・・・事務局長 

（２）「障害者職業生活相談員」の選任 

障害者である職員の職業生活に関する相談及び指導を行うため、次の者を選任して

います。選任された者（選任予定の者を含む）は大阪労働局が開催する障害者職業生

活相談員資格認定講習を全員受講することとします。 

市長事務部局       ・・・行政管理部人事課長及び人事課職員の２名 

上下水道局       ・・・水道総務部総務課長及び総務課職員の2名 

・・・下水道部下水道計画総務室次長及び下水道 

     計画総務室職員の２名 

教育委員会事務局    ・・・教育政策室次長及び教育政策室職員の２名

（３）職場における相談体制等の充実

障害者である職員が日常的に相談しやすい体制となるよう「障害者職業生活相談

員」を人事担当課だけでなく、今後必要に応じて新たに選任するとともに、産業医と

も連携し相談体制を構築します。また、職場の上司や同僚による業務上の指導や支援

の充実等、日常的な配慮を行います。 
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２．障害者の活躍の基本となる職務の選定・創出 

（１）障害者である職員の適正な配置 

新規採用職員については、本人の希望を踏まえて面談を行い、必要となる配慮等に

ついて聞き取り、障害特性や能力等を十分に把握します。また、本人の同意を得て配

属先の所属長にも必要な配慮等を共有します。 

（２）会計年度任用職員制度の活用 

知的障害者や精神障害者を対象とした会計年度任用職員（非常勤）での採用を実施

し、多様な働き方や雇用機会を確保します。

３．障害者の活躍を推進するための環境整備・人事管理 

（１）採用試験時における受験者への合理的配慮 

採用試験時において、受験者の申し出に基づいて、他の受験者との公平性を損なわ

ない範囲で、点字や拡大文字による出題、手話通訳者の配置、面接時における就労支

援機関の職員等の同席など、障害特性に応じて必要な配慮の提供を行います。 

（２）中途障害者への合理的配慮 

中途障害者（在職中に疾病や事故等により障害者となった者）に対し、円滑な職場

復帰のために必要な職場環境の整備、通院への配慮、働き方及びキャリア形成等につ

いて必要な措置を講じます。 

また、障害により従来の業務遂行が困難となった職員から相談があった場合は、当

該職員の希望に基づき、障害の特性等について職場で共有し理解することで、負担な

く働きやすい職場環境づくりに努めます。 

（３）執務環境の整備 
障害者である職員が能力を発揮するために、円滑な職務の遂行に必要となる就労支

援機器（ヘッドセット、音声読み上げソフトや画面拡大ソフトなど）の導入などを行

います。 
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（４）障害理解の促進 

障害の理解を促進するため、障害者や障害に対する理解の促進と人権尊重の意識を

高めるための研修を実施します。講義形式だけでなく、体験型学習等により、障害者

の方とのコミュニケーションやサポート方法を学び、障害のある方等に対して身構え

ることなく適切に対応できるようにします。また、その学びを通して、障害者問題に

対する理解を深め、福祉のまちづくりを考える一助とするとともに、市役所職員の資

質の向上を図ります。 

その他「精神・発達障害者しごとサポーター養成講座（ｅ̶ラーニング版。厚生労

働省）」等を活用するなど、市長事務部局が中心となり障害や配慮等に関する理解の

促進を図ります。 

（５）その他の取り組み 

国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律等を踏ま

え、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第３号の規定による随意契約を活用した

優先調達を進めます。障害者就労施設等への発注等を通じて、企業等における障害者

の活躍の場の拡大に向けた取り組みを推進します。 


